
電話

Ⅰ 第 1 章
2 節
1 施策

① ② ③

a b
c d
e f

計 画 名
　年度～　

（５）個別計画の概要

（４）総合計画･実施計画における概要   

家族介護慰労金支給事業

国：介護予防・生活支援事業実施要綱　　家族介護慰労事業
市：家族介護慰労金支給事業実施要綱

年度

平成13年度（評価対象年度）平成12年度

118
28h

実   績 目   標

525 8,000

〔様式　１〕

042（769）8354

事 務 事 業 評 価 表

平成１４年度

特　定　財　源

決算（予算）額

合　　計

人員・時間数
人　件　費

その他経費

事
　
業
　
費

指　標　① 10063

５ 目標と実績

指標設定
の意図

目   標
平成11年度

２ 実施根拠及び関連法令等

（２）対象（誰、何）
３ 事業概要
（１）事業の目的

基本施策名
施  策  名

第
第

○目的：在宅でねたきり等の高齢者を介護する者の
　　　　身体的・精神的・経済的負担の軽減を図
        る。
○申請先：保健福祉総合相談課・在宅介護支援セン
　　　　　ター
○支給決定：高齢者福祉課
○支給額：市民税非課税世帯‥‥１００千円／年
　　　　　　　　その他世帯‥‥　６０千円／年
○事業実績
　　・申請件数：３２件（申請者数：３０人）
    ・支給者数：２０人（１００千円：７人）
　　　　　　　　　　　　６０千円：１３人）

  在宅でねたきり等の高齢者を介護する者の身体的・精神的・経済的負担の軽減を図
る。

要介護４・５と認定され
た６５歳以上の高齢者
を、過去１年間介護保険
サービスを受けずに在宅
対象
数

（３）平成13年度事業の内容

計画年次 年度

なし

指標式

慰労金支給決定率

指標名

決定者数／申請者数

1,480

0 0 1,598

3,000

586

23,000

147

1,125

3,14723,586

140h 35ｈ

事業開始年度
１ 総合計画における位置づけ

11210

政  策  名

事務事業名 事業コード

安心して生活できる福祉社会をつくります

指　標　②
指　標　③

実   績

４　評価指標

100
実   績

〔金額単位：千円〕

平成14年度

介護保険サービスの利用度を表
す。

　いきいきとした高齢社会の創造
地域ケアサービスの充実

担当部課名

主要事業計画対象の有無

高齢者福祉 高齢者福祉課 係

13

保健福祉部

無



63.0%
3

63.0  ③ e
100.0  f

1

1

1

1

1

あ　る

な　い

あ　る

な　い

2

説明：

説明：

Ｃ：満足できない

「いきいきとした高齢社会の創造」という施策実現には、高齢者への各種の保健・
福祉施策の充実はもちろん、介護者に対する支援も必要となる。その意味で、当
該事業の実施することにより高齢者の在宅福祉の向上に寄与していると考える。

介護保険サービスの利用せずに高齢
者を介護している家族への支給であり、
あくまで現状をみて支給するものであ
る。

成果向上の余地

理由：
評価はCであるが、対象者には全員支給している。

Ａ：達成している　　　(α≧100%)

Ｂ：一部達成していない(100%>α≧80%)

Ｃ：達成していない   （80%>α)

   α＝①、②、③の平均値  ＝

×100=

評 価

（３）経済性・効率性･･･費用対効果は妥当か

Ｃ：適応していない

Ｃ：代替の可能性高い

（５）市民満足度・・・対象市民の満足は得られているか

高齢者を介護する家族への慰労の趣旨で支給しているものであり、高齢者の在
宅生活の継続と向上が図られていると考える。

理由：

理由：

理由：

理由：

評 価 Ａ：適応している
Ｂ：一部適応していない

評 価

Ｃ：妥当でない

Ａ：妥当である
Ｂ：一部妥当でない

Ａ：満足できる

Ａ：有効である

Ｂ：一部満足できない

理由：
Ｂ：一部有効である

Ｃ：有効でない

  

評 価

今後の進め方

継　    続

★ ★ ★ ★ ☆

７ 総合評価

他自治
体の類
似事業
との比
較

　当該事業を実施している他市の支給対象者としての現状は極めて少ない。

評 価

（６）有効性･･･当該事業は上位の施策を実現する上で有効か

介護保険サービスを利用せず、自ら介護している家族の身体的、精神的、経済
的負担の軽減が図られていると考えられる。

評 価

Ａ：代替の可能性ない

Ｂ：代替の可能性低い

 

６　個別評価

（２）必要性･･･時代変化に適応した事業内容か

（１）達成度･･･目標をどれだけ達成したか

評 価

①  a
b

 63.0%
 

 
②  c
 d

6

事業性質上、代替はない。

×100= ×100=

（４）事業の代替性・・・県、民間との役割分担のあり方から見て、市が実施していくことが適当か

国の要綱において、介護保険制度の確立により在宅サービスを中心に提供する
ことで介護する家族を支援するものであが、自らで介護したい家族もいると考えら
れるため、慰労の趣旨で行うものとされている。

コスト改善余地

廃     止

完     了

８二次評価における変更点

説明

　「家族介護見舞金」を、平成元年から家庭で中度・重度の寝たきり又は痴呆の高
齢者を介護している家族等に対し支給してきた。介護保険法の施行され、在宅
サービスを中心に提供することにより、高齢者を介護する家族の支援が図られて
きたため、「見舞金」の理念が薄れ平成１２年度で廃止となった。その一方で、平
成１３年度から国では在宅サービスを利用しないで、家族が介護する場合は、「家
族介護慰労事業」として、慰労金を支給することとなり、本市でも、対象要件枠を
広げ実施を行っている。対象者の負担の軽減が図られてると考える。

当該事業の実施にあたって、介護者へ
の慰労の観点からの支給するものであ
り、現行制度の目的は図られていると考
える。

見　直　し

≪評価バランスチャート≫ 達成度

必要性

経済性・効率性

事業の代替性

市民満足度

有効性

A

B

C

A

B

C

AA

Ｃ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ


